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立党宣言 
昭和三十年十一月十五日 

 

 政治は国民のもの、即ちその使命と任務は、内に民生を安定せし

め、公共の福祉を増進し、外に自主独立の権威を回復し、平和の諸

条件を調整確立するにある。われらは、この使命と任務に鑑み、こ

こに民主政治の本義に立脚して、自由民主党を結成し、広く国民大

衆とともにその責務を全うせんことを誓う。 

 

 大戦終熄して既に十年、世界の大勢は著しく相貌を変じ、原子科

学の発達と共に、全人類の歴史は日々新しい頁を書き加えつつあ

る。今日の政治は、少なくとも十年後の世界を目標に描いて、創造

の努力を払い、過去及び現在の制度機構の中から健全なるものを

生かし、古き無用なるものを除き、社会的欠陥を是正することに勇

敢であらねばならない。 

 

 われら立党の政治理念は、第一に、ひたすら議会民主政治の大

道を歩むにある。従ってわれらは、暴力と破壊、革命と独裁を政治

手段とするすべての勢力又は思想をあくまで排撃する。第二に、個

人の自由と人格の尊厳を社会秩序の基本的条件となす。故に、権

力による専制と階級主義に反対する。 
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 われらは、秩序の中に前進をもとめ、知性を磨き、進歩的諸政策

を敢行し、文化的民主国家の諸制度を確立して、祖国再建の大業

に邁進せんとするものである。 

 右宣言する。 

 

 

綱 領 

昭和三十年十一月十五日 

 

一、わが党は、民主主義の理念を基調として諸般の制度、機構を刷

新改善し、文化的民主国家の完成を期する。 

 

一、わが党は、平和と自由を希求する人類普遍の正義に立脚して、

国際関係を是正し、調整し、自主独立の完成を期する。 

 

一、わが党は、公共の福祉を規範とし、個人の創意と企業の自由を

基底とする経済の総合計画を策定実施し、民生の安定と福祉国家

の完成を期する。 
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党の性格 
昭和三十年十一月十五日 

 

一、わが党は、国民政党である 

 わが党は、特定の階級、階層のみの利益を代表し、国内分裂を招

く階級政党ではなく、信義と同胞愛に立って、国民全般の利益と幸

福のために奉仕し、国民大衆とともに民族の繁栄をもたらそうとす

る政党である。 

 

ニ、わが党は、平和主義政党である 

 わが党は、国際連合憲章の精神に則り、国民の熱願である世界

の平和と正義の確保及び人類の進歩発展に最善の努力を傾けよう

とする政党である。 

 

三、わが党は、真の民主主義政党である 

 わが党は、個人の自由、人格の尊厳及び基本的人権の確保が人

類進歩の原動力たることを確信して、これをあくまでも尊重擁護し、

階級独裁により国民の自由を奪い、人権を抑圧する共産主義、階

級社会主義勢力を排撃する。 

 

四、わが党は、議会主義政党である 
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 わが党は、主権者たる国民の自由な意思の表明による議会政治

を身をもって堅持し発展せしめ、反対党の存在を否定して一国一党

の永久政治体制を目ざす極左、極右の全体主義と対決する。 

 

五、わが党は、進歩的政党である。 

 わが党は、闘争や破壊を事とする政治理念を排し、協同と建設の

精神に基づき、正しい伝統と秩序はこれを保持しつつ常に時代の

要求に即応して前進し、現状を改革して悪を除去するに積極的な進

歩的政党である。 

 

六、わが党は、福祉国家の実現をはかる政党である 

 わが党は、土地及び生産手段の国有国営と官僚統制を主体とす

る社会主義経済を否定するとともに、独占資本主義をも排し、自由

企業の基本として、個人の創意と責任を重んじ、これに総合計画性

を付与して生産を増強するとともに、社会保障政策を強力に実施し、

完全雇用と福祉国家の実現をはかる。 
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党の使命 
昭和三十年十一月十五日 

 

 世界の情勢を考え、国民の現状を省み、静かに祖国の前途を思う

に、まことに憂慮にたえぬものがあり、今こそ、強力な政治による国

政一新の急務を痛感する。 

 

 原子科学の急速な進歩は、一面において戦争回避の努力に拍車

を加え、この大勢は、国際共産勢力の戦術転換を余儀なくさせたが、

その終局の目標たる世界制圧政策には毫も後退なく、特にわが国

に対する浸透工作は、社会主義勢力をも含めた広範な反米統一戦

線の結成を目ざし、いよいよ巧妙となりつつある。 

 

 国内の現状を見るに、祖国愛と自主独立の精神は失われ、政治

は昏迷を続け、経済は自立になお遠く、民生は不安の域を脱せず、

独立体制は未だ十分整わず、加えて独裁を目ざす階級闘争は益々

熾烈となりつつある。 

 

 思うに、ここに至った一半の原因は、敗戦の初期の占領政策の過

誤にある。占領下強調された民主主義、自由主義は新しい日本の

指導理念として尊重し擁護すべきであるが、初期の占領政策の方
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向が、主としてわが国の弱体化に置かれていたため、憲法を始め

教育制度その他の諸制度の改革に当り、不当に国家観念と愛国心

を抑圧し、また国権を過度に分裂弱化させたものが少なくない。こ

の間隙が新たなる国際情勢の変化と相まち、共産主義及び階級社

会主義勢力の乗ずるところとなり、その急激な台頭を許すに至った

のである。 

 

 他面、政党及び政治家の感情的対立抗争、党略と迎合と集団圧

力による政治、綱紀紊乱等の諸弊が国家の大計遂行を困難ならし

め、経済の自立繁栄を阻害したこともまた反省されねばならぬ。 

 

 この国運の危機を克服し、祖国の自由と独立と繁栄を永遠に保障

するためには、正しい民主主義と自由を擁護し、真に祖国の復興を

祈願する各政党、政治家が、深く自らの過去を反省し、小異を捨て

て大同につき、国民の信頼と協力の基盤の上に、強力な新党を結

成して政局を安定させ、国家百年の大計を周密に画策して、これを

果断に実行する以外に途はない。 

 

 わが党は、自由、人権、民主主義、議会政治の擁護を根本の理念

とし、独裁を企図する共産主義勢力、階級社会主義勢力と徹底的に

闘うとともに、秩序と伝統の中につねに進歩を求め、反省を怠らず、
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公明なる責任政治を確立し、内には国家の興隆と国民の福祉を増

進し、外にはアジアの繁栄と世界の平和に貢献し、もって国民の信

頼を繋ぎ得る道義的な国民政党たることを信念とする。而して、現

下政治の通弊たる陳情や集団圧力に迎合する政治、官僚の政治

支配、政治倫理の低下の傾向等を果敢に是正し、国家と国民全体

の利益のために、庶政を一新する革新的な実行力ある政党たるこ

とを念願するものである。 

 

 わが党は右の理念と立場に立って、国民大衆と相携え、第一、国

民道義の確立と教育の改革 第二、政官界の刷新 第三、経済自

立の達成 第四、福祉社会の建設 第五、平和外交の積極的展開 

第六、現行憲法の自主的改正を始めとする独立体制の整備を強力

に実行し、もって、国民の負託に応えんとするものである。 
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党の政綱 
昭和三十年十一月十五日 

 

一、国民道義の確立と教育の改革 

 正しい民主主義と祖国愛を高揚する国民道義を確立するため、現

行教育制度を改革するとともに教育の政治的中立を徹底し、また育

英制度を拡充し、青年教育を強化する。 

 

 体育を奨励し、芸術を育成し、娯楽の健全化をはかって、国民情

操の純化向上につとめる。 

 

ニ、政官界の刷新 

 国会及び政党の運営を刷新し、選挙制度、公務員制度の改正を

断行して、官紀綱紀の粛正をはかり、政官界の積弊を一掃する。 

 

 中央、地方を通じ、責任行政体制を確立して過度の責任分散の弊

を改めるとともに、行財政の簡素能率化をはかり、地方自治制度の

改革を行う。 

 

三、経済自立の達成 

 通貨価値の安定と国際収支の均衡の上に立つ経済の自立繁栄と
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完全雇用の達成をはかる。 

 

 これがため、年次計画による経済自立総合政策を樹立し、資金の

調整、生産の合理化、貿易の増進、失業対策、労働生産性の向上

等に亘り必要な措置を講じ、また資本の蓄積を画期的に増強すると

ともに、これら施策の実行につき、特に国民の理解と協力を求める。 

 

 農林漁業の経営安定、中小企業の振興を強力に推進し、北海道

その他未開発地域の開発に積極的な対策を講じる。 

 

 国際労働憲章、国際労働規約の原則に従い健全な労働組合運動

を育成強化して労使協力体制を確立するとともに、一部労働運動の

破壊的政治偏向はこれを是正する。 

 

 原子力の平和利用を中軸とする産業構造の変革に備え、科学技

術の振興に特段の措置を講じる。 

 

四、福祉社会の建設 

 医療制度、年金制度、救貧制度、母子福祉制度を刷新して社会保

障施策を総合整備するとともに、家族計画の助長、家庭生活の近

代化、住宅問題の解決等生活環境を改善向上し、もって社会正義
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に立脚した福祉社会を建設する。 

 

五、平和外交の積極的展開 

 外交の基調を自由民主主義諸国との協力提携に置いて、国際連

合への加入を促進するとともに、未締約国との国交回復、特にアジ

ア諸国との善隣友好と賠償問題の早期解決をはかる。 

 

 固有領土の返還及び抑留者の釈放を要求し、また海外移住の自

由、公海漁業の自由、原水爆の禁止を世界に訴える。 

 

六、独立体制の整備 

 平和主義、民主主義及び基本的人権尊重の原則を堅持しつつ、

現行憲法の自主的改正をはかり、また占領諸法制を再検討し、国

情に即してこれが改廃を行う。 

 

 世界の平和と国家の独立及び国民の自由を保護するため、集団

安全保障体制の下、国力と国情に相応した自衛軍備を整え、駐留

外国軍隊の撤退に備える。 


